







もよいであろう｡ むしろ､ 着実な技術革新と確実な社会への浸透によって IT革命はこれか
らが本番だといっても過言ではない｡ 一般に ITという言葉は情報技術と訳されているが､
元来､ 産業界では情報通信技術または､ これを支える技術テクノロジ－を意味する総称とし





まわったといわれている｡ わが国はモバイルの分野においても､ 世界に先駆け､ 数歩先を歩
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して提供している違法ホームページは後を絶たない｡ 1999年にはアメリカで手持ちの曲





法は､ アナログ技術を使ったレコードやテープなどのような形態で複製 (コピー) を認める
権利を基礎にして出来上がっており､ デジタル方式で､ CDや DVDのような記録メディア
にコピーをする技術やインターネットのような IT技術を全く想定していない｡ 必然的に現








る｡ 国連の一機関である世界知的所有権機関 (WIPO：World Intellectual Property
Organization) 設立条約､ 第二項によると ｢人間の知的創作活動の結果として生み出され
たものすべて｣ が知的財産である｡ 知的所有権とは､ このように定義された知的財産に関し
て､ ある目的のために法律によって生まれる権利である｡ したがって何を目的とするかによっ
て､ 取り出されるもの､ つまり保護の対象が変わってくる｡ また保護をする内容や期間など
も知的所有権の種類によって異なるのは当然である｡(１)
さらに時代とともに社会の求めるものも変化するため保護の対象や方法も同じではない｡









著作権法では ｢著作物｣ を次のように定義している｡ 著作物とは､ 思想または感情を創作




１. 小説､ 脚本､ 論文､ 講演などの言語の著作物
２. 音楽の著作物
３. 舞踊または演劇の著作物







して､ 音楽､ 絵画､ 写真などの著作権に絞って考察してゆくことにする｡ 次に権利を構成す
る内容を見てみることにする｡ 著作権は同じ知的所有権でも､ 特許権や実用新案権､ 商標権
などと違い､ 著作物に対して申請や登録をする必要がない｡ これを無方式主義といって､ 著
作物を創作した時点でその創作者は著作者としての権利を有することになる｡ この著作者に
















狭義の著作権はその支分権として､ 複製権､ 上演権・演奏権､ 公衆送信権､ 口述権､ 展示
権､ 上映権・頒布権､ 貸与権などがある｡
本論で提起しているインターネット上の著作権でとくに配慮しなければならないのが複製
権､ 公衆送信権､ 上映権､ 頒布権､ 貸与権などであり､ これらの権利について説明を加え
る｡(３)
(ａ) 複製権





この権利の適用範囲が広がりつつある｡ 長く続いた従来型の技術の基盤上にある ｢放送｣ と
｢通信｣ の棲み分けの時代には､ 送信に関する権利は有線通信権､ 放送権とされていたが､
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で加工が容易な上､ 理論的には信号の品質 (画質､ 音質など) が劣化しない｡ 以前は音波の
波形や映像の濃淡､ 色信号などに対応して連続して変化する物理量 (電圧､ 周波数､ 化学変
化量など) によってあらわすアナログ技術を基盤としていたのに対し､ デジタル技術のもと
では多様な情報を数値に変換し､ さらに２進法で表現した上でその桁を電圧の有無､ 磁化の
方向など０か１かの２値信号であらわし､ 情報の伝達､ 処理､ 記憶を行なうことができるよ









報 (音楽) を広く公衆にばらまく手段もなかったし､ そのような事態は想定もしていなかっ
た｡ しかしながら､ 技術の発達とともに著作権法の改正が必要となり1998年に前述の公衆送
信権が新たに生まれた｡ (著作権法第23条)(４)
このようなケースの場合､ 市販されている CDや DVDなどが音楽､ 映像などをWEBペー
ジからダウンロードさせる原媒体となっていて重要な役割を果たしていることに注目してみ
たい｡ 実演家､ レコード製作者 (テープ､ CDを含む) および放送事業者は､ いずれも文化
的著作物の解釈､ 伝達者として必要不可欠となっているが､ 一方では､ 技術の進歩により､
録画､ 録音などの複製技術が一般家庭に普及してきたことが実演家､ レコード製作者､ 放送
事業者に経済的損失を与える状況を生んでいる｡ そこで著作権法は著作隣接権制度を設け
(1986年) 実演家､ レコード製作者､ 放送事業者の権利を保護している｡ しかし､ これらの
者はあくまで既存の著作物の利用者であり､ 著作者ではないので著作権と類似の排他的権利
を与えることとなった｡ これを著作隣接権 (neighboring right) という｡(５)
前述したように､ インターネットやパソコン通信の普及による時代の要請にあわせて1997
年６月に著作権法が改正された｡ 改正のポイントは､ (１) ｢送信｣ に関する権利を整理した
こと､ (２) インタラクティブな (双方向) 通信に対応したことと､ (３) 著作権者や音楽レ
コードなどの製作者の権利を強化したことである｡ 公衆送信権は図.２でみたように放送権､






























































































が行なわれるようになった｡ 歴史的には電気通信は ｢有線｣､ 放送は ｢無線｣ という棲み分
けがあったが前述のようなWEBからの情報の配信､ インタラクティブな情報の交換が行な
われるようになって､ この区分も無意味なものとなった｡ 一方でデジタル技術の高度化によっ
て文字､ 音声､ 映像などの多様な形式の情報を高速に処理をし､ 記録できるようになると､
従来のアナログ技術を使った音声の録音､ 映像の録画､ 文字情報の複写という概念を大きく
変化させるものとなってきた｡ アナログ型の録音､ 録画､ 複写では品質の劣化は免れなかっ
たが､ デジタル技術を用いればオリジナルと全く同じ品質の物をほぼ瞬時に作り出すことが
できる｡ このような高度なデジタル技術､ ネットワーク通信技術の時代の ｢複製｣､ ｢通信・
放送｣ 行為はもはや人間の行為をはるかに超えた､ 機械の行為・作業であるとの見方もある｡
このような意味から著作権無用論なるいささか飛躍した考え方も聞かれ始めている｡(６)
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